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１．はじめに―渦中の TPP― 

 Trans-Pacific Partnership（環太平洋経済連携協定）、略称 TPP。これは、アジア太平洋

地域における高い水準の自由化を目標に、物品貿易やサービス貿易のみならず、投資・知的

財産などの非関税分野のルールづくりのほか、環境・労働など新しい分野を含む包括的協定

として交渉されている。 

 とは言え、TPP の交渉は非常に難航している。元々多分野の課題をめぐるアメリカ対途

上国の激しい対立、そして日米の関税撤廃をめぐる対立があった。それに加えて、アメリカ

が主導で画策されていたことから、トランプ次期大統領の TPP就任当日の離脱宣言により

交渉そのものも立ち消えかねない状況に陥っている。 

 そのことから、この 1カ月で前々から議論されてはいたが、TPPの陰に潜んでいた“新

たな連携”が照らし出されるようになった。それは、RCEPである。 

 

２．RCEPとは 

①概要 

 RCEPとは、Regional Comprehensive Economic Partnership の略で、東アジア地域

包括的経済連携の意味である。TPP と同様、参加国間の自由貿易の障害となる様々なも

の（関税など）を取り除くことを目的としている。 

②参加国 

参加国は ASEAN10 カ国に周辺 6カ国（日本、中国、韓国、インド、豪州、NZ）を加

えた、計 16 カ国である。地域内人口は約 34 億人にのぼり、世界人口の半分にあたる。

世界 GDPシェアは約 30%だが、2015年から 2020年までの予測される成長率は 8.6%と

今後も経済成長が見込まれる。 

③経緯 



 これまでの FTA（自由貿易協定）や EPA（経済連携協定）は、ASEAN と日本などの

周辺諸国 1 つという ASEAN+1 が別個で結ばれたものだった。しかし、関税撤廃率など

各協定で内容が異なっており、恩恵を享受しきれないケースが生じた。 

それを解決するために、日本は CEPEA（ASEAN+6 の EPA）を、中国は EAFTA

（ASEAN+3 の EPA）をそれぞれ提唱した。しかし、域内諸国の思惑が合わず交渉に進

展しなかった。さらに、同時期に交渉が進んでいた TPPが ASEAN内に参加する国と参

加しない国があり、ASEANは参加国の団結を保つ必要があった。そして 2011年 11月、

ASEANが日中共同案「EAFTAおよびCEPEA構築を加速化させるためのイニシアチブ」

に基づいた RCEP構想を発表。その 1 年後、第 1回目の会合が開催され、本格的に交渉

がスタートした。当初 2015年を目途の発行を目指していたが、2016年 12月現在も交渉

を続けている。 

④内容 

 RCEP は参加国のレベル、特に発展途上国を考慮した漸進主義的な交渉の手法を取っ

ている。この点で TPP の完全撤廃を原則とした手法から大きく異なる。これは、RCEP

のイニシアチブが先進国ではなく、発展途上国が多く存在する ASEAN にあるからだ。

しかし、交渉範囲は物品・サービス貿易に限らず、投資・知的財産にも渡っているところ

は、EPAであるから TPPを感じさせる。詳しい内容は図表を参照。 

図表 RCEP交渉の基本指針と目的 

構成国 ASEAN10 カ国＋6か国（日本、中国、韓国、インド、豪州、NZ） 

基本方針 包括的・高水準・相互に利益のある経済連携協定 

特別かつ 

異なる待遇 

 参加国の異なる発展段階を考慮 

 後発発展途上国に対する柔軟な規定 

交渉範囲 物品貿易  非関税障壁を漸進的に撤廃することを目指す 

 関税交渉は包括的に 

 既存の自由化レベルに基づき、高いレベルの関税自由化 

サービス貿易  サービス貿易に関する制限・差別的措置の撤廃 

 既存の約束に基づき自由化約束の達成を目指す 

投資 自由で円滑な投資環境の作り出すことを目指す 

経済技術協力  開発格差を縮小し、相互利益を最大化することを目指す 

 既存の経済協力の取り決めを基礎とする 

知的財産  知的財産の利用・保護・執行の協力を推進 

 貿易、投資に対する知的財産関連の障壁を削減 

競争 参加国に、競争・経済の効率化・消費者の福祉の促進・反競争的な慣行

の抑制に関する協力を提供する 

紛争解決 紛争解決のための効果的、効率的、透明性のあるプロセスを含む 

その他の分野 ビジネス実態に即して新たに生じる事項も考慮する 



３．RCEPのメリットとデメリット 

≪全体≫ 

＋企業が将来的に有望な市場に参入しやすくなる 

＋日本の輸出総額の半分を占める RCEP地域との貿易の活性化 

＋制度が一本化して、企業が利用しやすくなる 

→現在 ASEAN+1 個々の協定において、同じ分野についてであっても異なる制度となっ

ている。例えば、物品がある国の原産品であることを許可する原産地証明のルールが違っ

ている。インドでは物品がある国で製品価格の 35%以上の付加価値が付いていれば、そ

の国の原産と認められるが、一般的には 40%となっている。 

≪工業≫ 

＋ASEANの工場からの製品を、中国などで自由化により安く販売することができる 

－大企業が関税撤廃で価格競争に陥り、中小企業にしわ寄せがくる 

≪農業≫ 

＋消費者に農作物を安く提供できる 

＋日本の農作物の海外進出が容易に 

－13.1%の高い関税がかかっていた輸入農作物の値段が下がり、国産の農作物は価格競争に

負ける 

－食料自給率が現状の約 40%から 20%近くまで落ちる試算 

≪投資≫ 

＋制約がなくなり、より多く自由に投資できる環境が出来上がる 

→日本でも国に関わる産業（原子力、宇宙開発など）は、特別な協定がない限りできない。

RCEPでは各国のそのような規制を出来る限り撤廃する。 

－金融資産が諸外国へ流出 

→投資がしやすくなると、日本から外国に出ていく資産が多くなり、日本全体の資産が減

ってしまう可能性がある。 

≪知的財産≫ 

＋模造品や海賊版の出回りを防ぐことが出来る 

 →年 2億円の損害をなくすことが出来る 

 

４．RCEPによる経済効果の試算 

 専門家の試算によると、RCEP において日本の関税が 100%撤廃されると、約 11 兆円の

経済効果が創出されるとみられている。更に、非関税措置（輸出入の規制など）がすべて廃

止された時は、最大約 18兆円までのぼると推測されている。 

 

５．論点 

 本 SPDの論点は、 



①日本は RCEPに参加すべきか否か 

②参加するにおいて問題点を洗い出し、それに対して効果的な解決策を考える 

 以上 2点である。各班はこれらに関してまとめる。 
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